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を問わず事故補償公団 (the Accident Compensation Corporation：以下「ACC」
* 本稿は，2014年11月22日に銘傳大学（台湾・台北市）で開催された国際シンポジウム「2014

























かれることになるためである (これらの点については三－ 2以下参照 )。この
点を扱った判例として，豪州で事故補償法の不法行為訴権廃止が問題となった




る，NZのオークランド大学の Tobin及び Schoeman両教授の 2つの共著論
文を主たる検討素材として，いわゆる手続と実体の性質問題が生じうる「法定


















NZ事故補償制度は，1972 年「Accident Compensation Act」により立法化
され同法は1974年に施行された。2001年になされた改正によりその名称は「the 
Injury Prevention, Rehabilitation, and Compensation Act」と変更され，現
在，NZではこの 2001 年法が若干の改正を経て適用されている (なお，名称は
2010年改正により変更され「Accident Compensation Act 2001」とされている )。
本報告ではこの2001年法を素材に説明していく (以下，特定年の指定の無い「事



















いては，事故補償法 317 条 1 項に規定がある。同項は「人的損害に対する裁判」














































－96 （　  ）－
(b)以前の法によって補償される人的傷害」と定めている 9。
















































しているのが，前述の Tobin/Schoemanの 2つの論文である (いずれも 2005
年に出されたものであるため，“The American Journal of comparative law”
11　Wess and Auburn, New Zealand conﬂict of laws-a bird’s eye view, 26 Int'l & Comp. L.Q 
1977, p.971.
12　このほか，事故補償法と国際私法上の問題を扱ったものとして，Shapira, New Zealand 
accident compensation and the Foreign Plaintiff: some conﬂict of laws problems, Otawa 




みなしている。Saprira, op. cit., p.433:もっとも，そのような性質決定の根拠は述べられて
いない。
13　Angelo, op. cit.(2), p.48.
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－98 （　  ）－





















14　Tobin and Schoeman, The New Zealand Accident Compensation Scheme: The 
Statutory Bar and the Conﬂict of Laws, 53 Am. J. Comp. L. 493(2005).
15　Tobin and Schoeman, A Holiday in New zealand: The Implications of New Zealand’s 
Accident Compensation Scheme, IPRax 2005, p. 374.
16　Tobin/Schoeman, op. cit.(14), p.497.
17　Tobin/Schoeman, op. cit.(14), p.513.
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18　Tobin/Schoeman, op. cit.(14), p.512.
19　Ibid.
20　Ibid.
21　Tobin/Schoeman, op. cit.(14), p.513.
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22　以下は，Tobin/Schoeman, op. cit.(15), pp.374-376を要約したものである。
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として，米国での第六巡回区控訴裁判所 1982 年 6 月 3 日判決 (Bennett v. 
Entstrom Helicopter Corporation（1982）Case23：以下「米国判決」とする )
と豪州のニューサウスウェールズ最高裁判所 1998 年 5 月 22 日判決 (James 





23　679 F.2d 630 (6th Cir. 1982).
24　43 N.S.W.L.R. 554.
317
－102 （     ）－
たと主張する者であり，X及び Xの家族はいずれも NZに住所を有してい
た。一方 Yは米国ミシガン州の法人である。同事故は，NZ国内の湖への























1997 年に Xは中皮腫を患っていると診断された。そこで Xは，自身が
318
－103 （     ）－
勤務していた NZ法人の関連会社で，豪州ニューサウスウェールズに所在


























－104 （     ）－
以上，両事件とも，被害者は NZ人の事例であるが，NZ国内で生じた事故
について ACCから補償を受けられる権利を有するケースで，外国で同事故に















































から存在するわけではなく，米国判決と同年にNZで下された判例 (Donselaar v. Donselaar 
[1982] 1 N.Z.L.R. 97.)において採用されたものであるため，米国判決がこの点を看過してい
たとまではいえないだろう。
26　Tobin/Schoeman, op. cit.(14), p.504.
27　佐野・前掲論文 (注2)146頁以下。及び佐野・前掲論文 (注1)11頁注30においても「管轄
権の問題がクリアされれば，外国裁判所への提訴は可能であると解される」とされる。
28　Angelo, op. cit.(2), p.48.
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反に基づく外国法の排除がなされることはある。cf. Angelo, op. cit.(2), p.31.
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適用外のものについて検討するものとして，Tobin, Commin Law Action on the Margin, 1 
NZLR 2008, p.37.
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の陳教授からは，台湾法上は，例えば消費者保護法 51 条や公平交易法 31 条


















の承認執行を許容している。同判決については，Rong-Chwan Chen, “jurisdiction,Choice 
of Law and the Recognition of Foreign Judgments in Taiwan” in: Jürgen Basedow and 




Lin, “New Private International Law Legislation in Taiwan: Negotiorum Gestio, Unjust 
Enrichment and tort” in: Basedow and Pissler, op. cit(37), p. 250.
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－110 （     ）－
五　おわりに

















提出年月日：2015 年 12 月 16 日
41　NZにおいて事故補償法319条が同法317条1項の填補的賠償を補完する役割をどのよう
に考えるかは検討する余地がある。豪州の議論であるが，NZ法上の懲罰的損害賠償は填補
的賠償と同種と扱いうるとする指摘もある。Davis, Is there still scope for forum shopping 
after John Pfeiffer v Rogerson,  (2000) 20 A. B. R, 113.
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